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研究成果の概要（和文）：本研究の成果としては、ウクライナ紛争ぼっ発後の、それまでの世界秩序を崩壊させ
た世界での新たな経済制裁の形に関して模索した。すなわち、経済制裁がロシアの暴走を阻止することがができ
ず、経済制裁によって国家の外交方針を変更させることの困難性を提示することができた。また、これに合わせ
て、国際機構の機能の限界なども論じ、複合的・多角的視点から分析を実施した。

研究成果の概要（英文）：As a result of this study, I explored new forms of economic sanctions in a 
world where the existing global order had collapsed following the outbreak of the war in Ukraine. 
Specifically, the study highlighted the difficulty of using economic sanctions to alter a nation’s 
foreign policy, demonstrating that such measures failed to stop Russia's aggression.

研究分野：国際関係論

キーワード： 経済制裁　ウクライナ紛争　ターゲット・サンクション　積極的制裁　消極的制裁　OSCE　EU

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術意義としては、キューバ制裁や北朝鮮制裁に関して言われてきた、「経済制裁の限界」を改めて
示すことができた。すなわち、2014年のクリミア半島のロシアによる併合によって、西側諸国は経済制裁をロシ
アに課したが、それがウクライナに対するロシアの全面的侵攻を阻止することができなかった、ということであ
る。
この点に関しては経済制裁のみならず、国際機構の機能の限界なども合わせて複合的、多角的に分析を実施する
こととなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究では科研費研究「「民」の経済制裁の発生要因に関する研究 」（2013年度～2016年度）、
「経済制裁の問題点と課題―対抗制裁の罠」（2017年度～2019年度）の研究成果を受け継ぎ、
さらに発展させていくものである。 
 
２．研究の目的 
「制裁」（Sanctions）の歴史は新しいものではなく、古代ギリシアの都市国家間における通商禁
止にその歴史をさかのぼることができる。また中世の中東・北アフリカ地域に居住するイスラム
教徒とヴェネツィア共和国との間での貿易をローマ法王が禁止した事例や、清王朝成立後、親明
勢力の根拠地であった台湾に対して交易を遮断するために、中国沿岸部住民を沿岸から立ち退
かせた事例等が、経済制裁に該当するものであると考えることができる。 このように制裁の歴
史自体は長い歴史を有し、また制裁とは国家間における制裁を意味するものであり、外交の一手
段であった。特にウェストファリア体制成立以降の近代国際社会において、国際社会のアクター
は長らく国家が独占していたことを鑑みると当然のことであるが、制裁の対象、被対象ともに主
権国家であった。一方で国家にとって制裁を行うこと自体が、他の国家への威圧行為であると取
られることがあり、それが武力衝突の契機になることもあった。第二次世界大戦時にフランスが
敗北した後に、日本は当時フランスが統治していたフランス領インドシナ連邦への進駐が二度
にわたり（北部仏印進駐、南部仏印進駐）行われた。アメリカ側は特に 1941 年 7 月の南部仏印
進駐に反応し、翌月にはイギリスと共同で経済制裁として、石油禁輸を日本に対して行った。こ
の経済制裁は、最終的に太平洋戦争の開戦へとつながるものとなった。即ち経済制裁は戦争行為
への引金となることもあったために、経済制裁を個々の国家が実施することに関しては慎重で
あった。 
しかし近年、米中対立を背景として相互に輸入される産品に関して「高関税」をかけるなど、事
実上の経済制裁を相互に課す状況となっている。また、ロシアのウクライナ紛争への関与に関し
て、ウクライナ東部地域の親ロシア派幹部やロシア政府要人に対して米国、EU などがターゲッ
ト・サンクションを課している。このように、近年では経済制裁に至るハードルが低いものとな
っている。（奥迫、臼井、山本（編）『経済制裁の総合的研究』志学社）。この経済制裁の多発傾
向は、「経済制裁」が含有する意味の変化を示すものであるといえる。本研究では、そのような
「経済制裁」の多発傾向に関して、三点の「軸」を提示した上で政治学、経済学など多角的視野
から分析を実施する。 
 
３．研究の方法 
本研究は、既に実施してきた『「民」の経済制裁の発生要因に関する研究』（2013 年度～2016
年度、基盤研究（c）、代表者：臼井実稲子駒沢女子大学教授）、『経済制裁の問題点と課題―対抗
制裁の罠』（2017 年度～2019 年度、基盤研究（c）代表者：奥迫元早稲田大学教授）をさらに発
展させ、「経済制裁」そのものの性質の変化を政治学・経済学の観点から分析し、経済制裁を時
間軸・空間軸・アクター軸の観点からとらえなおすことを目的とする。即ち、先行研究などでは
等閑視される傾向にあった経済制裁の性質自体の「変容」に関し、制裁を包括的枠組としてとら
えることとし、そのダイナミクスに関して検討を行い、「制裁」の全体像を提示した。 
 本研究はこれまでの制裁研究を受け継ぎ、さらに発展させていくものである。その為に以下の
ように「時間」「空間」「アクター」の三点を軸とし、分析を進めた。 
１．【「時間」軸仮説「制裁決定までの「時間」が冷戦期と比較して短くなっている」】 
２．【「空間」軸仮説「制裁の対象国・被対象国は地域によって差異が生じている」】 
３．【「アクター」軸】仮説「制裁の対象がアクターによって変容・多様化している」 
 
４．研究成果 
 研究の方法に基づき、以下のように分析を実施した。 
１．【「時間」軸仮説「制裁決定までの「時間」が冷戦期と比較して短くなっている」】 
 冷戦期に発生したポーランド戒厳令に伴うアメリカの対ソ連・ポーランド経済制裁や、アパル
トヘイト政策を実施する南アフリカに対する国連制裁など、歴史的には近年もいくつかの経済
制裁が行われてきた。これらの経済制裁は、前者はアメリカの欧州における同盟国であるドイツ、
フランスやイギリスなどとの調整を実施し、後者は国連での討議を経て経済制裁が国連総会に
より決定されている。換言すると、経済制裁までに時間をかけて調整・討議を実施している。こ
のように従来の経済制裁は多国間で調整を実施し、そのために制裁実施までに時間がかかるも
のであった。しかし一方でアメリカの対中経済制裁のように、トランプ（Donald Trump）大統領
の発言から短時間で決定、実行されるなど、制裁決定までの時間は短くなっている。これは一つ
には単独国による制裁であるために関係国による調整をする時間が必要とされず、また支持率
調達のために早期の決定がなされるためである。 
  



２．【「空間」軸仮説「制裁の対象国・被対象国は地域によって差異が生じている」】 
 1993 年に開催されたコペンハーゲン欧州理事会において決定された欧州連合（EU）加盟に関
する基準（コペンハーゲン基準）や、欧州安全保障協力会議（CSCE）パリ憲章、コペンハーゲン
人的側面会議最終文書や、欧州審議会などの欧州諸機関の活動において、民主主義・人権・法の
支配や多様性の尊重は欧州各国政府の統治基準となって規範化されている。2000 年に誕生した
オーストリアの自由党と国民党のシュッセル（Wolfgang Schuessel）連立政権に対し、EU 側は
人的交流の禁止などの一種の制裁を実施した。これは自由党が移民排斥などを主張する極右政
党であることから決定されたものであり、欧州の政治規範に反するとみなされたためである。ま
た、ベラルーシのルカシェンコ（Alexandr Grigor'evich Lukashenko）政権に対しても、その権
威主義体制に対して EU が制裁を決定している。しかしながら、この二点の制裁に関しては大き
な相違が存在している。同じ欧州の民主主義規範に対する逸脱であるにも関わらず、前者の制裁
は経済制裁を伴わないものであり、後者の制裁は経済制裁を伴うものである。これは一つにはオ
ーストリアが EU 加盟国であることに対してベラルーシが非加盟国であり、欧州の重層的な国際
機構の枠組に含有されていないためである。 
３．【「アクター」軸】仮説「制裁の対象がアクターによって変容・多様化している」 
ソ連崩壊は様々な禍根を旧構成諸国に残した。ソ連崩壊後、ロシア以外の旧ソ連諸国には多数
の ロシア系市民が存在することとなった。また、そのロシア系市民の存在はエストニア、ラト
ヴィアでは排除の対象となり、ロシア政府との間で外交的紛争となるなど、問題が生じている。
また、ソ連国内で有機的に結合していた産業が新たに国境として分断されることにより、旧ソ連
諸国の経済状況に関しては一時大きな低迷を見せた。このような状況を受け、ロシアは 1990 年
代後半より旧ソ連構成諸国を「近い外国」と呼び、ロシアの特別な利害関心下にあるとみなして
いた。ロシアはそのような「近い外国」に対して、自らの政策に沿わない政策を展開した国々に
対しては、国際法などに経済制裁の権威の根拠を求めない、また「経済制裁ではない」という建
前になっている「非公式の」制裁を行うことがあった。一例としてタジキスタンに対する「制裁」
を挙げることができる。タジキスタンはロシアへの労働者の出稼ぎと、その送金がタジク経済に
対して大きな役割を果たしている。そのため、ロシアはタジキスタンがロシアの意に沿わない政
策を実施した際には、その出稼ぎ労働者の帰国後再入国の拒絶、送金制限、またモスクワの空港
へのタジク便の着陸拒否を行っている。また、ウクライナを経由する天然ガスパイプライン問題
に関して、ロシアはウクライナに対して天然ガス供給を制限するなどし、自国の政策を相手国に
従わせることに成功している。しかし一方で同じく旧ソ連構成諸国であったエストニアやラト
ヴィアのスラブ系市民への市民権付与問題に関しては、ロシアは外交的圧力をかけるものの、タ
ジキスタンへ行ったような非公式な制裁には踏み切らない。このように近年では制裁の対象と
するアクターによって、制裁の内容が変化することがみられるようになった。 
 
以上の研究成果の詳細を出版する予定であったが、予定していた出版社の閉業に伴い、研究成果
の社会的還元を実施するために新たな出版社を模索しているところである。 
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